
議案第８号

印 西 地 区 消 防 組 合 一 般 会 計 予 算

令 和 ５ 年 度



　

　令和５年度印西地区消防組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，２３６，１５５千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（地方債）
第２条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、
　利率及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

　（一時借入金）
第３条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と定める。

令 和 ５ 年 度 印 西 地 区 消 防 組 合 一 般 会 計 予 算

令和５年２月７日提出 印西地区消防組合管理者　　板　倉　正　直

令和５年２月７日原案可決 印西地区消防組合議会議長　秋　谷　公　臣
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歳    入 （単位　千円）

款 項 金            額

 1. 分担金及び負担金 3,062,464

 1. 分担金 3,062,464

 2. 使用料及び手数料 2,323

 1. 使用料 154

 2. 手数料 2,169

 3. 国庫支出金 14,525

 1. 国庫補助金 14,525

 4. 県支出金 1

 1. 県補助金 1

 5. 財産収入 539

 1. 財産売払収入 539

 6. 繰越金 20,000

 1. 繰越金 20,000

 7. 諸収入 48,703

 1. 雑入 48,703

 8. 組合債 87,600

 1. 組合債 87,600

                        歳            入            合            計 3,236,155

第 １ 表　　 歳 入 歳 出 予 算
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歳    出 （単位　千円）

款 項 金            額

 1. 議会費 2,116

 1. 議会費 2,116

 2. 総務費 344

 1. 総務管理費 274

 2. 監査委員費 70

 3. 消防費 2,857,540

 1. 消防費 2,857,540

 4. 公債費 356,155

 1. 公債費 356,155

 5. 予備費 20,000

 1. 予備費 20,000

                        歳            出            合            計 3,236,155
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消防施設整備事業

普通貸借

又は

証券発行

借入先の融資条件による。

財政その他の都合により繰上償還又は低利に

借換えすることができる。

年５．０％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる資金につ
いて利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

87,600

千円

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　　率

第 ２ 表   地 方 債

償　　還　　の　　方　　法
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印西地区消防組合一般会計予算に関する説明書
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１．総  括
（歳    入） （単位　千円）

　        　　　　　　   款 本年度予算額 前年度予算額 比        較 構成比％

 1. 分担金及び負担金 3,062,464 3,139,614 △77,150 94.6 

 2. 使用料及び手数料 2,323 2,445 △122 0.1 

 3. 国庫支出金 14,525 33,310 △18,785 0.5 

 4. 県支出金 1 1 0 0.0 

 5. 財産収入 539 500 39 0.0 

 6. 繰越金 20,000 20,000 0 0.6 

 7. 諸収入 48,703 50,792 △2,089 1.5 

 8. 組合債 87,600 81,700 5,900 2.7 

     歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 3,236,155 3,328,362 △92,207 100.0 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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（歳    出） （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 議会費 2,116 2,116 0 2,116 0.1 

 2. 総務費 344 344 0 344 0.0 

 3. 消防費 2,857,540 2,968,383 △110,843 14,525 87,600 44,527 2,710,888 88.3 

 4. 公債費 356,155 337,519 18,636 85,875 270,280 11.0 

 5. 予備費 20,000 20,000 0 20,000 0.6 

歳     出     合     計 3,236,155 3,328,362 △92,207 14,525 87,600 130,402 3,003,628 100.0 

特      定      財      源 構成比％
一 般 財 源

款 本年度予算額前年度予算額 比    較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳
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２．歳  入

(款)  1.分担金及び負担金 (項)  1.分担金 （単位　千円）

金　　額

 1.市分担金 3,062,464 3,139,614 △77,150  1.市分担金 3,062,464 一般分担金　印西市 1,801,323

一般分担金　白井市 1,133,086

印西市特別分担金 128,055

　　　 計 3,062,464 3,139,614 △77,150

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.使用料

 1.消防使用料 154 168 △14  1.行政財産目的外使 154 行政財産目的外使用料 154

用料

　　　 計 154 168 △14

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  2.手数料

 1.消防手数料 2,169 2,277 △108  1.消防手数料 2,169 危険物規制事務関係手数料 2,168

諸証明手数料 1

　　　 計 2,169 2,277 △108

(款)  3.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1.消防費国庫補助金 14,525 33,310 △18,785  1.消防費国庫補助金 14,525 水槽付消防ポンプ自動車 14,525

　　　 計 14,525 33,310 △18,785

(款)  4.県支出金 (項)  1.県補助金

 1.消防費県補助金 1 1 0  1.消防費県補助金 1 1

　　　 計 1 1 0

(款)  5.財産収入 (項)  1.財産売払収入

 1.物品売払収入 539 500 39  1.物品売払収入 539 公用車売払収入 539

　　　 計 539 500 39

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 20,000 20,000 0  1.繰越金 20,000 繰越金 20,000

　　　 計 20,000 20,000 0

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

区　　　分
説　　　　　　　　　明
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(款)  7.諸収入 (項)  1.雑入 （単位　千円）

金　　額

 1.雑入 48,703 50,792 △2,089  1.雑入 48,703 生命保険料等徴収代行手数料 1,644

自動販売機等電気料 266

退職手当の支給事務に要する

一般負担金の還付 44,731

新型コロナウイルス感染症患

者等移送経費 350

自動販売機設置納付金 1,534

特定健康診査補助事業助成金 178

　　　 計 48,703 50,792 △2,089

(款)  8.組合債 (項)  1.組合債

 1.消防債 87,600 81,700 5,900  1.消防施設整備債 87,600 水槽付消防ポンプ自動車 51,600

高規格救急自動車 36,000

　　　 計 87,600 81,700 5,900

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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３．歳  出

（款） 1.議会費 （項）  1.議会費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.議会費 2,116 2,116 0 2,116  1.報酬 481 議員報酬

 9.交際費 50 議長交際費

10.需用費 10 消耗品費

12.委託料 1,575 会議録作成業務委託料

　計 2,116 2,116 0 2,116

（款） 2.総務費 （項）  1.総務管理費

 1.一般管理 274 274 0 274  1.報酬 213 管理者報酬 70

費 副管理者報酬 63

情報公開・個人情報保護審査会

委員報酬 30

行政不服審査会委員報酬 50

 9.交際費 50 管理者交際費

10.需用費 4 消耗品費

18.負担金 7 非常勤職員公務災害補償等事務

補助及 負担金

び交付

金

　計 274 274 0 274

（款） 2.総務費 （項）  2.監査委員費

 1.監査委員 70 70 0 70  1.報酬 66 監査委員報酬

費 10.需用費 4 消耗品費

　計 70 70 0 70

（款） 3.消防費 （項）  1.消防費

 1.常備消防 2,857,540 2,968,383 △110,843 14,525 87,600 44,527 2,710,888  1.報酬 360 産業医報酬

費  2.給料 1,041,224

区　　分
前  年  度本  年  度 特　　定　　財　　源

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

比　　較目 説　　　　　　　　　明
金　　額

－11－



（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 3.職員手 856,937

当等

 4.共済費 389,411

 5.災害補 1

償費

 7.報償費 30 消防長表彰 4

表彰記念品等 20

講師謝礼等 6

 8.旅費 2,511 普通旅費 1,112

研修旅費 275

消防大学校入校旅費 111

消防学校入校旅費 704

救急救命士研修旅費 309

 9.交際費 260 消防長交際費

10.需用費 103,636 消耗品費 34,326

燃料費 14,591

食糧費 419

印刷製本費 439

光熱水費 38,478

修繕料 15,383

11.役務費 13,860 火災保険料 158

自動車保険料 1,698

車検手数料 285

通信運搬費 289

電話料金等 3,809

クリーニング代 142

救急救命士国家試験受験手数料 50

損害保険料 417

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

その他手数料 294

インターネット通信料 725

通信指令システム関係通信料 2,747

浄化槽法定検査料 16

予防技術資格者受検手数料 25

高圧ガス容器耐圧検査手数料 823

引火点測定試験手数料 39

振込手数料 2,343

12.委託料 34,603 電気工作物保安業務委託料 1,665

空調設備等保守管理委託料 286

複写機等保守管理委託料 350

無線機保守点検委託料 2,407

はしご車保守点検委託料 979

高圧受電設備清掃委託料 83

受水槽、浄化槽清掃委託料 408

職員健康診断委託料 5,300

Ｂ型肝炎抗体接種委託料 495

例規集電子化作成業務委託料 1,100

ホースハンガー保守点検委託料 120

救急業務高度化資機材保守管理

委託料 2,672

水難救助器具保守点検委託料 598

各種測定器保守点検委託料 344

各種予防接種委託料 433

エレベーター保守管理委託料 509

消防車両保守点検委託料 659

非常用自家発電設備保守点検委

託料 42

区　　分 金　　額
目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

感染性廃棄物収集運搬処理委託

料 2,533

呼吸器用空気充填機保守点検委

託料 444

救急課程病院研修委託料 60

庁舎等清掃委託料 703

汚水槽・雑排水槽清掃委託料 391

廃棄物収集運搬処理委託料 1,083

弁護士相談委託料 300

ストレッチャー保守点検委託料 160

各種講習委託料 2,027

その他業務委託料 1,049

消防用設備点検委託料 341

庁舎建設工事等監理業務委託料 6,490

電話設備保守業務委託料 489

オゾン機器保守点検委託料 83

13.使用料 31,511 テレビ受信料 121

及び賃 有料道路通行料 273

借料 コンピュータシステム使用料 27,279

車両借り上げ料 97

統計システム使用料 3,587

車両閉じ込め救出訓練用廃棄済

車両使用料 154

14.工事請 135,300 庁舎等工事

負費

16.公有財 42,182 牧の原消防署施設取得費償還金 26,672

産購入 牧の原消防署用地取得費償還金 12,772

費 牧の原消防署庁舎設計費償還金 1,882

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

飲料水兼用耐震性貯水槽設計費

償還金 386

飲料水兼用耐震性貯水槽整備費

償還金 470

17.備品購 150,135 水槽付消防ポンプ自動車 71,866

入費 高規格救急自動車 38,673

消防ホース 2,171

水難救助隊潜水機材 1,500

防火衣等 10,664

無人航空機 1,045

総務関係備品 17,206

予防関係備品 339

警防関係備品 5,765

救急関係備品 906

18.負担金 54,449 全国消防長会負担金 263

補助及 全国消防長会関東支部負担金 27

び交付 千葉県消防長会負担金 64

金 千葉県下消防長、団長会議負担金 30

全国消防協会負担金 106

千葉県消防協会負担金 16

千葉県消防協会印旛支部負担金 39

公平委員会負担金 10

公務災害見舞金支給及び賞じゅ

つ金授与事務負担金 22

職員採用共同試験負担金 80

安全運転管理者協議会負担金 61

消防大学校入校負担金 1,409

消防学校入校負担金 3,491

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

救急救命士研修負担金 2,535

消防業務免許取得負担金 44

その他会議研修負担金 55

各種技能講習負担金 332

メディカルコントロール協議会

負担金 4,938

成田国際空港消防連絡協議会負

担金 25

指令センター共同運用負担金 31,879

消防救急無線デジタル化負担金 8,035

施設使用維持管理負担金 988

21.補償補 1

填及び

賠償金

26.公課費 1,129 自動車重量税

　計 2,857,540 2,968,383 △110,843 14,525 87,600 44,527 2,710,888

（款） 4.公債費 （項）  1.公債費

 1.元金 350,310 329,445 20,865 83,224 267,086 22.償還金 350,310 元金償還金、財政融資資金

利子及 元金償還金、市町村振興協会

び割引 元金償還金、銀行等引受債

料 元金償還金、千葉県市町村振興資金

 2.利子 5,845 8,074 △2,229 2,651 3,194 22.償還金 5,845 利子償還金、財政融資資金

利子及 利子償還金、市町村振興協会

び割引 利子償還金、銀行等引受債

料

　計 356,155 337,519 18,636 85,875 270,280

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較
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（款） 5.予備費 （項）  1.予備費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.予備費 20,000 20,000 0 20,000

　計 20,000 20,000 0 20,000

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 本  年  度 前  年  度 比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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報　　　　酬 給　　　　料 期　末　手　当 地　域　手　当 そ 　 の　  他 計

の　  手　  当

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長　　　　等 2 133 133 133

議　　　　員 10 481 481 481

そ の 他 の
特   別   職

10 506 506 506

計 22 1,120 1,120 1,120

長　　　　等 2 133 133 133

議　　　　員 10 481 481 481

そ の 他 の
特   別   職

10 506 506 506

計 22 1,120 1,120 1,120

長　　　　等 0 0 0 0

議　　　　員 0 0 0 0

そ の 他 の
特   別   職

0 0 0 0

計 0 0 0 0

 備 考　　長等とは、管理者及び副管理者をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

合　  　   計 備                  考

給　　　　    　　　　  　　　与　　　　　  　    　　　　　費

比　     較

本  年  度

前  年  度

給　 　 与 　　 費　 　 明　 　 細　　  書

１． 特 　別　 職

区　　         　　　分 職   員   数 共    済    費
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２　一　般　職

（１）　総　括

給　　　　　与　　　　　費

区　　　分 職　 員　 数 報　　　酬 給　　　　料 職 員 手 当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　　考

         (人)         (千円)          (千円)          (千円)          (千円)          (千円)         (千円)

本　年　度 266 1,041,224 856,937 1,898,161 389,411 2,287,572

前　年　度 266 1,045,682 837,980 1,883,662 378,484 2,262,146

比　　　較 0 △ 4,458 18,957 14,499 10,927 25,426

※（　）は短時間勤務職員を外書き

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時 間 外 手 当

区　　  分

  (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)   (千円)

本　年　度 40,800 17,475 19,689 101,012 247,811 203,693 46,009

前　年　度 40,800 17,051 19,689 101,103 247,869 195,069 39,360

職員手当の 比　　　較 0 424 0 △ 91 △ 58 8,624 6,649

内　　　訳 特殊勤務手当 住 居 手 当 休日勤務手当 夜間勤務手当 児 童 手 当
管理職員特別勤務

手当

区      分

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 17,342 18,204 101,298 20,588 21,585 1,431

前　年　度 13,738 16,419 102,569 20,937 21,945 1,431

比　　　較 3,604 1,785 △ 1,271 △ 349 △ 360 0

（16）

（△5）

（21）
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　　　(千円)

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

　　　　説　　　　　明　　　（千円）
　　　　　　　　　　　(千円)

△ 21,867

備　　　　　　　　　　考

その他の増減分

0

昇給に伴う増加分 17,409

給　料 △ 4,458
給与改定に伴う
増減分

その他の増減分 14,328

4,629制度改正に伴う
増減分

職員手当 18,957 勤勉手当 4,629

扶養手当

通勤手当

6,649

0管理職員特別勤務手当

3,604

1,785

△ 1,271

時間外手当

特殊勤務手当

0

424

△ 91

期末手当

勤勉手当

管理職手当 0

夜間勤務手当

児童手当

△ 349

△ 360

地域手当

住居手当

休日勤務手当

△ 58

3,995
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（３）　給料及び職員手当の状況

　　 ア　職員一人当たり給与

 　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 消　　　　防　　　　職

  平 均 給 料 月 額(円) 314,520  

令和４年１１月１日 現在   平 均 給 与 月 額(円) 412,908  

  平　 均　 年　 齢(歳) 39.6  

  平 均 給 料 月 額(円) 316,562  

令和３年１１月１日 現在   平 均 給 与 月 額(円) 394,779  

  平　 均　 年　 齢(歳) 39.8  

　　　イ　初　任　給

消　　　　防　　　　職（円）  国　　　の　　　制　　　度

消　　防　　吏　　員 そ　の　他　の　職　員 消　　　　防　　　　 職

高　　　　　　校　　　　　　卒 164,100　 158,900　  制度なし

大　　　　　　学　　　　　　卒 198,500　 191,700　

区　　　　　　　　　　　　　分

－21－



※（　）は短時間勤務職員を外書き

10.5

構　　成　　比（％）

17.7

14.3

13.5

16.2

6 2.3

計 266（14） （100.0）

17 6.4

49

46 17.3

18.4

８　　級

ウ　級別職員数

計

38

47

52

３　　級

４　　級

５　　級

15

６　　級

７　　級

区　　　　　　　　　分
級 職　　員　　数（人）

消　　　　　　　　　　　　防　　　　　　　　　　　　職

１　　級

２　　級

15.0

14.7

266（16）

令和４年１１月１日現在

令和３年１１月１日現在

１　　級 39

３　　級

40

36

6

43

２　　級

41 15.4

（100.0）

(級別の標準的な職務内容)

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級

４　　級

７　　級

５　　級

６　　級

８　　級

８　　級

消 防 士 消防副士長 消防士長 消防司令補 消防司令補 消防司令 消防司令長

４　　級 ５　　級

消防長、次長及
び参事の職務

消　防　職
主任又は主任主
事の職務

主査補の職務 主査の職務
係長の職務
副主幹の職務

消防正監
及び

消 防 監

主事の職務

5.6

課長補佐及び副
署長の職務
主幹の職務

課長及び消防署
長の職務
指揮隊長の職務
副参事の職務

６　　級 ７　　級

2.3

（100.0）

100.0

（14） 28

100.0

（16） 29 （100.0） 10.9

19.5

－22－



1.125

1.175

1.125 2.30

2.25

2.30

1.125

1.125

4.30

4.40

有4.40

再任用

再任用

再任用

職制上の階級、職務の
級等による加算措置

1.175

計

備　考

6月 12月

前 年 度

国の制度

2.15

2.15

2.15

有

有

97.0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
６　月（月分） １２　月（月分）

支　給　期　別　支　給　率
支給率計　（月分）

33

８号給　　（人）

比　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

号 給 数 別 内 訳

本 年 度

エ　昇　給

区　　　　　　　　　分 合　　　　　計

３号給　　（人） 10

33

258
前

年

度

職　　　　員　　　　数　　　（Ａ）　　（人） 266 266

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　（Ｂ）　　（人）

１号給　　（人）

１号給　　（人）

218

４号給　　（人） 215 215

６号給　　（人）

10

２号給　　（人）

号 給 数 別 内 訳
４号給　　（人）

８号給　　（人）

25

9

218

３号給　　（人）

２号給　　（人）

代　表　的　な　職　種

消　　　　防　　　　職

職　　　　員　　　　数　　　（Ａ）　　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　（Ｂ）　　（人）
本

年

度

266

252

25

9

266

252

６号給　　（人）

比　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

97.0

94.7

258

94.7

2.25

2.15

2.25
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85.8

支 給 対 象 地 域

支給対象職員の比率　（％）

33.27075 47.709 47.709

1.67

管内全域

16

9.2

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　　分
２０年勤続の者

（月分）

２５年勤続の者

（月分）

支　　給　　率　（％）

加 算 措 置 等

３５年勤続の者

（月分）

最　高　限　度

（月分）

定年前早期退職
特例措置

（2%～45%加算）

そ　の　他　の
備　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職等

特例措置
（2%～45%加算）

※定年前１年のみ２％

キ　地域手当

国　の　制　度
（支　給　率　等）

24.586875

支給対象職員数　（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

火災等出動手当
救急出動手当

機関員業務手当
防疫等作業手当

266

ク　特殊勤務手当

区　　　　　　分 全　職　種

給料総額に対する比率（％）

－24－



通勤手当 同　じ

同　じ住居手当

ケ　その他の手当

区　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　じ

－25－



千円 千円 ％千円 千円 千円 千円 千円 千円令和 千円 千円

継続費の
総額に対
する進捗
率

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一般財源国　県
支出金

地方債 その他

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全　　体　　計　　画 前々年度
末までの
支出額

前年度末
までの支
出(見込)
額

当該年度
支出予定
額

当該年度
末までの
支出予定
額

翌年度以
降支出予
定額

3

消防費

1

消防費 消防本部・牧
の原消防署庁
舎修繕事業

４年度 218,350 218,350 190,865 190,865 53.0

５年度 141,790 141,790 169,275 169,275 47.0

計 360,140 100.0360,140 190,865 169,275 360,140

－26－



令和 5年度

5,367

令和10年度

牧の原消防署用地取得事業
　用　　地　5,999.99㎡

平成10年度

878,133

令和 4年度

令和 4年度

令和 5年度

平成10年度

～

76,630

一般財源

当 該 年 度 以 降 の
支 出　予　定　額

金　　額 そ の 他

前 年 度 末 ま で の
支 出（見込）額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　　　　　　　　　　由 限 度 額

地 方 債

左　　の　　財　　源　　内　　訳

国県支出金

特　　定　　財　　源

801,503

期　　間

76,630

期　　間 金　　額

令和10年度

～ ～

令和 5年度

令和10年度

～

66,715

2,316

3,292

11,312

～

牧の原消防署設計委託料 78,027 11,312

令和 5年度

令和 5年度

2,316

～

令和11年度

3,292

～

1,276,499

52,386

令和12年度
～

214,017

令和 4年度

7,683

令和 4年度

平成11年度

55,678

～

1,490,511

令和 4年度

牧の原消防署施設整備委託料
　消防庁舎　2,490.63㎡

平成12年度

飲料水兼用耐震性貯水槽設計委託料

～

飲料水兼用耐震性貯水槽整備委託料

平成10年度

214,017
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普　通　債
消　　　防 1,814,018

千円

87,600

千円

350,310

千円 千円

2,076,728

区       分
前 々 年 度 末

現　　在　　高

前 　年 　度 　末

現 在 高 見 込 額

2,329,573

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当　　該　　年　　度　　末

現　在　高　見　込　額
当　該　年　度　中
起　債　見　込　額

当　該　年　度　中
元 金 償 還 見 込 額

当　該　年　度　中　増　減　見　込

千円

－28－
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分担金算出方法 (1)一般分担金2,934,409,000円を、印西市及び白井市の消防費に係る基準財政需要額の構成比であん分し算出。なお、算出にあたり構成比の端数処理は行わ
　 ないものの、表中の構成比の表示については、小数点第2位までの表示とし、構成比の合計が100％となるよう必要により調整を行う。
 ※参考（消防費に係る基準財政需要額の構成比について、小数点第10位を四捨五入し小数点第9位まで表示）
　 印西市 61.386224014%　白井市 38.613775986%
(2)一般分担金（円 単 位）については、合計が2,934,409,000円となるよう、必要により円 単 位の調整を行う。
(3)一般分担金（千円単位）については、合計が2,934,409,000円となるよう、必要により千円単位の調整を行う。

増減率 △ 0.73% 増減率 △ 5.26% 増減率 △ 2.46%

3,139,614,738

比　較 △ 14,184,365 比　較 △ 62,966,125 比　較 △ 77,150,490
（４）

分担金合計
（２）＋（３）

計 1,929,378,248 計 1,133,086,000 計 3,062,464,248

前年度 1,943,562,613 前年度 1,196,052,125 前年度

特別分担金合計

計 128,055,248 計 0 計 128,055,248

前年度 128,031,613 前年度 48,355,125 前年度 176,386,738

増減率 0.02% 増減率 △ 100.00% 増減率 △ 27.40%

牧の原庁舎 51,830,322

消防公債償還金

牧の原用地 34,045,396 85,875,718

耐震性貯水槽設計 385,274

耐震性貯水槽整備 469,014

消防公債償還金

牧の原庁舎 26,671,829

42,179,530

牧の原用地 12,771,614

（２）
一般分担金（円単位）
　　　　　（千円単位）

△ 1.27% 増減率 △ 0.97%

（３）

特別分担金

消防施設等取得費償還金 消防施設等取得費償還金

牧の原設計 1,881,799

前年度 61.27% 前年度 38.73% 前年度 100.00%

増減率 △ 0.78% 増減率

一般分担金率

構成比 61.39% 構成比 38.61% 構成比 100.00%

2,934,409,000

1,801,323,000 1,133,086,000 2,934,409,000

前年度 1,815,531,000 前年度 1,147,697,000 前年度

1,801,322,882 1,133,086,118

2,963,228,000

（１） 基準財政需要額割 (100%) 1,366,442,000 859,533,000 2,225,975,000

令和４年10月１日現在 構成比 61.39% 構成比 38.61% 構成比 100.00%

参 考
令和５年度印西地区消防組合一般会計予算分担金算出表 （単位　円）

分担金率・市名 印　西　市 白　井　市 合　　計

円基準財政需要額及び比率 1,366,442,000 円 859,533,000 円 2,225,975,000
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